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1―はじめに
　今後の少子高齢化の進展や現場の深刻

な人材不足を踏まえ、介護分野で近年、「生

産性向上」という言葉が盛んに使われて

いる。2024年度介護報酬改定では、施設

系サービスなどで生産性向上に関する委

員会の設置が運営基準に追加された。見

守りセンサーなどを導入する事業所に対

する加算（ボーナス）も創設された。

　だが、「介護に生産性が必要なのか」とう

抵抗感を示す業界関係者は少なくない。そ

こで、本稿では近年の政策動向を取り上げ

た上で、議論が噛み合わない背景を考える。

　さらに、人材不足対策としての側面だけ

でなく、現場で働く介護従事者の意欲を高

める重要性を論じる。

　一方、介護業界では人員配置基準が厳格

に定められており、現場の積み上げだけで

は限界がある点も指摘。最終的に「介護の

質の向上・確保」「人員基準の見直し」とい

う二律背反が課題になる可能性を論じる。

2―介護で「生産性」が浮上した経緯
　介護の生産性向上を巡る論議は2018

年6月の骨太方針（経済財政運営と改革の

基本方針）に遡る。当時の安倍晋三政権は

経済成長を重視しており、全ての産業で生

産性向上が必要と主張していた。この流れ

の下、厚生労働省として対応を求められた

と思われる。

　その後、厚生労働省は2019年3月、介

護分野の生産性向上に関するガイドライ

ンを策定した。現在はサービスごとに作ら

れるなど更新、拡充が図られており、2021

年3月改定の施設系サービス版では、図の

ようなイメージを示しつつ、現場の効率化
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を図れる可能性が指摘された。

　要するに、デジタル化やロボットの導入

を通じて、記録入力業務などを効率化し、

ケアに直接関係しない業務を減らすこと

で、ケアに直接関係する業務を増やしたり、

人材育成に充てたりする時間を増やすこ

とが想定されている。

3― 2024年度報酬改定でのテコ入れ
　その後、2024年度の介護報酬改定では、

（1）生産性向上に関する委員会設置、（2）

加算の創設、（3）人員配置基準の特例的な

柔軟化――といったテコ入れ策が講じら

れた。

　このうち、（1）は3年間の経過措置が設

定された上で、施設系サービスなどで委員

会設置が義務付けられた。これは現場か

らの積み上げを通じて職場環境を改善す

る狙いがあり、この意味合いの詳細は後

段で改めて詳しく考える。

　次に（2）では、「生産性向上推進体制加

算」という名称の加算が創設された。対象

は委員会設置を義務付けられたサービ

スであり、センサーなどの見守り機器とか、

職員同士の連絡や介護記録の効率化に

繋がる機器を導入した事業所に対し、1カ

月10～100単位の加算を付与することに

なった（1単位は原則10円）。

　さらに、生産性向上が質の維持・向上に

繋がっていることを示すため、利用者の満

足度や職員の勤務時間などを測定するこ

とも義務付けられた。

　3点目に関しては、政府の規制改革推進

会議が絡むなど少し複雑な動きがあった

ので、簡単に経緯を振り返る。

　同会議は2021年12月以降、データや

テクノロジーの最大活用を通じた生産性

向上を重視。ヒアリングで招かれた大手損

害保険会社グループによる事例報告でも、

テクノロジーとデータの活用などを通じて、

食事配膳や洗濯、記録などの間接業務を

大幅に削れたことが紹介された。

　その上で、高齢者3人に対して常勤職員

1人を配置する「3：1基準」の見直しに向

けた提案として、モデル事業の実施とデー

タ収集・評価の必要性が強調された。つま

り、テクノロジーの導入などを通じて、3：

1基準を4：1基準（高齢者4人に対して常

勤職員1人を配置する基準）などに見直す

ことができれば、少ない人員で現場が回せ

みはら・たかし
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る可能性が論じられたわけだ。

　これに対し、介護現場では戸惑いや不

安が広がり、2022年6月に閣議決定され

た規制改革実施計画では、厚生労働省が

2022年度から実証事業を開始すること

とか、その結果を2024年度介護報酬改

定に反映する方針が盛り込まれた。

　さらに、2023年度までに実施された実

証事業では、テクノロジーの導入などを通

じて、職員の負担軽減や満足度向上など

を図りつつ、少ない人員で現場が回る可能

性が示された。

　これを受けて、2024年度改定では、特

定施設入居者生活介護（いわゆる有料老

人ホーム）などを対象に、介護サービスの

質確保や職員の負担軽減など要件を満た

している場合、3：1基準が特例的に緩和

されることになった。

4―介護で生産性が語られる背景
　こうした形で、介護分野で生産性が語

られる背景として、現在と将来の人手不足

に対する危機意識があるのは間違いない。

特に厚生労働省の推計では、2023年度時

点で約22万人が不足しており、人口的な

ボリュームが大きい「団塊ジュニア世代」

が65歳を迎える2040年時点で、ギャッ

プは約70万人に広がるとされている。

　一方、現場では「介護に生産性が必要な

のか」との声を多く耳にする。確かに介護

現場は暮らしを支える場であり、利用者と

専門職の信頼関係が欠かせない。さらに、

高齢者の人となりやニーズが違うため、一

律の対応は困難であり、全てを自動化でき

ない。ケアに直接関わる対人業務では、高

齢者と向き合うことで変化を読み取る時

間などが必要であり、業務の効率性だけ

を追求できない。

　しかも、国と現場で認識のズレも見逃せ

ない。国は「将来の人材不足に対応するた

め、生産性向上が必要」と主張するが、現

場は目の前の高齢者のケアを重視してお

り、認識ギャップが存在する。

　だが、冷静な議論も必要だろう。日々の

仕事を見直す作業は全ての職場で求めら

れる。実際、介護現場では今も紙ベースで

業務が実施されており、デジタル化が遅れ

ている。

　例えば、「文書作成など間接業務の削減

を通じて、高齢者に向き合う時間が増え

た」とか、「入浴の手間暇を効率化すること

で、施設での入浴回数が増えたので、入居

者が喜んだ」といった形で、現場職員が感

じられるメリットを強く意識する必要があ

る。この点はガイドラインの趣旨と同じで

あり、職員の士気が上がるような説明が必

要である。

　では、今後の論点として、どんな点が想

定されるだろうか。以下、「現場への期待」

「国への注文」の2点で考える。

5―現場への期待
　全産業平均よりも低い給与とギリギリ

の人員で回っている現場の窮状は理解し

ているが、仕事の棚卸しは欠かせない。実

際に介護現場では「センサーを導入したけ

ど、誤作動が多いので、電源を切っている」

といった話を耳にする。

　このため、テクノロジーやロボットを導

入する上では、スタッフに必要性を理解し

てもらったり、日常業務で使ってもらった

りするようにしなければ、折角の投資が無

駄に終わってしまう。

　こうした状況を防ぐカギとして、今回の

報酬改定で盛り込まれた生産性向上のた

めの委員会の活用を指摘できる。つまり、

職員による積み上げの議論を通じて、現場

を少しずつ変えるように努力するとともに、

その方法論としてテクノロジーの導入を検

討することが必要となる。

6―国への注文
　最後に国への注文である。上記のよう

な取り組みを通じて、少ない人員で現場が

回る体制を整備できたとしても、現場は運

営基準に縛られており、自由に人員を配置

したり、施設構造を変えたりできない。こ

のため、もし将来の人材不足への対応に繋

げたいのであれば、論理的には人員基準

に手を付けざるを得なくなる。

　しかし、これは質の低下を招くことにな

りかねず、「介護の質の向上・確保」「人員

基準の見直し」という二律背反が生じるこ

とになる。

　この二律背反の難しさは2024年度介

護報酬改定でも読み取れる。例えば、生

産性向上推進体制加算の取得に際しては、

利用者の満足度など数多くのデータを取

得した上で、シートに記入して報告する必

要があり、「生産性向上加算の要件取得が

生産性を下げる結果になる」と皮肉を言い

たくなるほど細かく定められている。これ

らは「介護の質の向上・確保」「人員基準の

見直し」の間でトレードオフが起こり得る

ことを示している。

　こうしたトレードオフを解消することは

至難の業だが、少なくとも人材不足への対

処として、生産性向上を強調するのであれ

ば、二律背反を意識しつつ、制度改正を丁

寧に検討する必要がある。

7―おわりに
　本稿では、介護現場の生産性をキー

ワードに制度改正の動向とか、現場や国に

期待される対応を考えた。今回の改定で

設置が義務付けられた委員会の場などを

通じて、積み上げによる職場環境改善の取

り組みに期待したい。

　一方、「介護の質の向上・確保」「人員基

準の見直し」という二律背反に直面する可

能性が高く、国として難しい判断を強いら

れるかもしれない。人材不足のインパクト

は介護保険の制約条件となっており、行政

や業界、現場を挙げた改善と議論が求め

られる。

※本稿は2024年5月23日掲載原稿を再構成した。参
考文献などは下記を参照。
https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=78581?site=nli
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